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3/13　｢労働契約法案｣　｢労働基準法の一部を改正する法律案｣　

｢最低賃金法の一部を改正する法律案｣が閣議決定されました。
労働基準法、労働契約法、最低賃金法等の法案が本日（３月１３日）閣議決定を受け、国会に提出されました。すでに国会に提出されている雇用保険法改正案、パート労働法、雇用対策法案と合わせていよいよ衆議院厚生労働委員会にて「労働法制」の審議が本格化します。今国会は私たちにとって“攻めの国会”です。
私たちが旺盛な運動をしかければ、与党のごまかし「最賃法」「パート法」「残業代割増率引上げ」を意義ある法改正に転換させ、「労働契約法」から毒を除き、まともな法律にさせられます。
　｢労働契約法｣は賃下げ促進法だ！
　今国会で政府・財界が成立を狙っている「労働契約法」の中には、就業規則の変更による労働条件の変更、引き下げに関するルールが盛り込まれています。「使用者は労働者と合意することなく、就業規則を変更することにより、労働者の不利益に労働契約の内容である労働条件を変更することはできないものとする」と書かれていますが、同じ条文に「ただし」書きをつけ、すぐに不利益変更が可能であることを示唆しています。
　しかも、合理性の判断要素から「労働者への代償措置」を削るなど、最高裁判例法理の水準を下回る書き方をしています。このままでは、使用者が一方的に決めることができる就業規則をもって、労働条件不利益変更は容易に考える使用者が続出しかねず、労働契約法は、労働条件切り下げ促進法案、賃下げ促進法案にほかなりません。
　このような賃下げ促進法案である労働契約法の創設を阻止し、残業代ゼロ法案、過労死促進法案であるホワイトカラーイグゼンプションの息の根を止め、財界が次に狙う解雇の金銭解決制度や少数組合の団体交渉権剥奪のたくらみをほうむりさる運動が重要となっています。
　　長時間労働の是正に効果がない　　　　　　　

「労働基準法の一部を改正する法律案」
残業代割増率の引き上げが"目玉"政策とされているが、長時間労働の是正にまったく効果がない内容です。限度基準の月45時間超で法定を越える割増率を求めていますが、それは努力義務にすぎず、過労死ラインの月80時間超の残業でやっと50％を義務化するという仕組みです。過労死ラインまで働かせて、ようやく国際標準の50％にするなどという発想は、長時間労働や過労死に対する政府の問題意識の希薄さを物語るものとしか言いようがありません。「改正」というなら、最低でも、残業代の割増率は国際標準の一律50％とし、限度基準を超えた残業を可能とする「特別条項付き労働協約」制度の廃止などの提案が必要です。
時間額1,000円｢最低賃金法｣に
「最低賃金法の一部を改正する法律案」については、「あまねく全国各地域について」最低賃金を決定することや、賃金決定要素のひとつである生計費と「生活保護に係る施策との整合性に配慮する」こと、地域別最低賃金の罰金を50万円以下へと引き上げるなど、一定の改正面もあります。しかし、生計費原則の位置づけは極めてあいまいであり、この法改正で最賃が引き上げられるのかは不透明なままです。地域間の賃金格差の是正の視点もなく、「事業の公正な競争の確保（最賃法・目的）」などはかりようがありません。日本の最低賃金は最も低い地方では610円、最も高い東京でも719円、全国平均で673円です。これでは年間2000時間働いても134万円にしかならず、生活することはできません。働いても貧困から抜け出せない労働者、「ワーキングプア」をなくすためには、最低限の生活をまかなうギリギリの水準として時間額1,000円（2000時間働いて200万円）の保障が必要です。この最低ラインをすみやかに実現するための「縛り」をどうかけるか。それが、今国会の最賃法改正論議の重要な論点です。

下記行動への積極的なご対応をお願いします。
１．「労働時間規制の撤廃と“労働ビッグバン”を許さない３・２３共同行動」

日時　３月２３日（金）　集会：18時開場、18時半開会。19時30分デモ出発

場所　社会文化会館（三宅坂ﾎｰﾙ）東京都千代田区永田町1-8-1(3592-7531)

内容　集会と国会請願デモ

主催　「1日集会実行委員会」（全労連、全労協、全港湾、連合全国ユニオン、共同アピール等）

趣旨　労働時間規制の撤廃と‘労働ビッグバン’を許さず、人間らしく働くための労働法制を求める労働者の声を結集し国会を包囲する。

規模　全体約７００名(全労連から300名)

民間単産100名(JMIU30,建交労,全国一般各20,日本医労連,生協労連各15,他の単産複数名)

公務単産120名(国公労連40,自治労連40,全教20,他の単産複数名）

首都圏地方組織 80名　　　　＊必ず組合旗を持ってきてください。

２．「３・２６労働法制中央連絡会決起集会」

日時　　３月２６日(月)　１８時３０分～

場所　　全労連会館２階ホール

主催　　労働法制中央連絡会

内容　　現局面の情勢と運動の交流、意思統一

· 労働法制国会に引き続き６月～７月には、財界・政府が準備している労働法制破壊＝「労働ビッグ・バン」（解雇自由、雇用形態の自由、少数組合の不承認など）に対し、先手を打つこともできます。
３．地方議会議員要請行動
　　(1)　「働くルール確立と最賃1000円実現、均等待遇実現、正規雇用の拡大などを選挙公約に」の内容で要請行動を、他の課題ともリンクさせて具体化をはかる。

　　(2)　地方議会への「労働法制改悪、働くルール確立を求める意見書」採択運動

　　　労働法制改悪反対決議などの先行事例を参考に、５月段階での具体化をすすめ、全国的な前進をめざす。

４． 宣伝行動
　○３月１６日（金）　新橋ＳＬ広場前　　午後６時～７時　
　○３月２８日（木）　新宿西口　　　　　午後６時～７時　






